
 

東京都都税条例施行規則 第38号様式 

 

３ 年 ８ 月 １５ 日   

 

       都税事務所長 

       支 庁 長 
宛 

  

  

申

請

者 

住 所  東京都新宿区西新宿２－○－１ 

  
事務所(事業所)

所 在 地 
 東京都渋谷区渋谷１－●－３ 

氏 名 

 

東京 太郎 

電
話
番
号 

(03)5321-△△△△ 

 

 

個 人 事 業 税 減 免 申 請 書 
 

 

   東京都都税条例第３９条の７の規定に基づき、次のとおり申請します。 

 

  

年 度 納税通知書番号 期 別 税 額 事 業 の 種 類 

  

3 01-0123456789 
 １期 

 ２期 
320,000  円    物品販売業 

（
該
当
す
る
事
由
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
） 

減

免

を

受

け

よ

う

と

す

る

事

由 

 
 １． 生活扶助受給者である。 

 

 ２． 障害者である。 

 

 ３． 扶養親族等が障害者である。 

 

 ４． 医療費の異常な支出があった。 

 

 ５． 災害・盗難・横領による損害を受けた。 

 

 ６． 事業不振により休業し、または廃業した。 

 

 ７． 台風災害等により損害を受けた。  

 

 ８． 省エネルギー設備を取得した。 

 

申請上の注意 １．この様式は、条例第３９条の７の規定に基づく個人の減免の申請に使

用してください。 

２．納税通知書を用意して、納税通知書番号を必ず記入してください。 

         ３．減免を受けようとする理由を証明する書類を用意してください。 

         ４．申請は納期限内に提出してください。 

受 

付 

印 

都・個 

記 載 例 

省エネ促進税制による減免を申請

する場合は、必ず「８」に○を付け

てください。 

納税通知書記載の納税通知書番号

を記載してください。なお、納税通

知書は持参してください。 

第 1 期納期限までに申請する場合は、「1 期、2 期」と

ご記入ください。第 1期納期限後から第 2期納期限まで

に申請する場合は、「2期」とご記入ください。 

なお、第 2期納期限を過ぎると減免を受けられませんの

でご注意ください。 

～個人事業税減免申請書～ 


